
平成２９年度和光市行政経営方針

本市の最上位計画である第四次和光市総合振興計画基本構想は、中間見直しを経て、平

成２８年度から新たにスタートしています。中間見直しは、これまでの取組の進捗状況や

新たに生じた課題、また、社会経済情勢や市民ニーズの変化に柔軟に対応することを目的

に、各施策の取組について見直しを行ったものです。我々には、基本構想に掲げる将来都

市像「みんなでつくる 快適環境都市 わこう」を実現するため、各施策を力強く推進し

ていく責務があります。

しかしながら、本市の財政は、依然として厳しい状況です。平成２９年度の財政見込み

でも、歳入面においては、その根幹である市税が個人市民税、市たばこ税の減少等により

前年度当初予算額を下回る見込みであり、また、繰入金、市債の減額などの要件もあり、

総額として前年度当初予算比で６億円を超える減額となっています。一方、歳出面におい

ては、新たな保育園整備、下新倉小学校開校等による公共施設の管理運営費等の経常的経

費の増額、また、高齢化の進展等による医療費を中心とした義務的経費や特別会計への繰

出金の増額が見込まれています。さらには、長年の懸案事項である和光消防署に隣接する

国有地の取得については、スピード感を持った対応が求められています。

その上、国においては、新興国や途上国の経済が落ち込んでおり、世界経済が大きなリ

スクに直面しているとの認識から、去る６月１日に表明された消費税増税の再延期に際し

ては、年金や医療などの社会保障の充実策の一部を見直さざるを得ないとの考えを示して

います。さらには、イギリスのＥＵ離脱による世界経済及び日本経済への影響、特に為替

市場における円高基調を背景とした国内輸出企業の大幅な収益悪化などにより、市税の減

収などが懸念されます。これらの影響について、本市においても十分に留意し、適切に対

応する必要があります。

このようなことから、平成２９年度においても非常に厳しい財政運営が予想されますが、

我々は、将来に向けた積極的な投資や先駆的な取組を推進し、より良い未来を選択するた

め、新たな財源の確保とともに聖域無き既存事業の見直しを行い、現状に危機感を持ち、

課題を先送りしない行政経営を行っていかなければなりません。

平成２９年度における第四次和光市総合振興計画実施計画（平成２９年度～平成３１年

度）の策定に当たって、市としての経営の方向性を示すとともに、平成２９年度の予算編

成に向けての指針として「平成２９年度和光市行政経営方針」をここに定めます。

平成２８年 ７月 ６日

和光市長 松本 武洋
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１ 当市の財政状況

平成２７年度決算の状況（普通会計（※１））

普通会計における平成２７年度の歳入決算額は３０１億９，６２７万１千円で、前年

度から５４億４，２６８万４千円、２２．０％の増加、歳出決算額は２８７億７８３万

５千円で、前年度から５３億７，６７６万２千円、２３．０％の増加となった。

実質収支は１３億３，５５２万３千円で、前年度から７，０３５万９千円、５．６

％の増加、実質単年度収支（特定目的基金含む）は１０億３，１５１万８千円の赤字と

なっている。

（※１）普通会計：当市としては、一般会計に駅北口土地区画整理事業特別会計を統合

したもの。

歳入歳出決算額・決算収支の推移（普通会計） （単位：千円）

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

歳 入 総 額 Ａ 23,258,759 23,534,367 23,535,815 24,753,587 30,196,271

歳 出 総 額 Ｂ 22,133,986 22,181,718 22,255,996 23,331,073 28,707,835

形 式 収 支（Ａ－Ｂ） Ｃ 1,124,773 1,352,649 1,279,819 1,422,514 1,488,436

翌年度に繰り越すべき財源 Ｄ 92,456 132,968 200,918 157,350 152,913

実 質 収 支（Ｃ－Ｄ） Ｅ 1,032,317 1,219,681 1,078,901 1,265,164 1,335,523

単年度収支 Ｆ ▲ 619,186 187,364 ▲ 140,780 186,263 70,359

積立金（特定目的基金含む） Ｇ 1,245,080 551,512 839,375 1,024,440 721,192

積立金取崩額（特定目的基金含む） Ｈ 324,607 848,245 643,490 1,083,388 1,823,069

実質単年度収支（Ｆ＋Ｇ－Ｈ） 301,287 ▲ 109,369 55,105 127,315 ▲ 1,031,518
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歳入の状況（普通会計）

自主財源では、個人市民税に係る納税義務者１人当りの所得割額の増加や固定資産

税に係る土地の負担調整による増加等により市税が１億９，０３２万８千円増加した他、

財政調整基金及び学校建設基金等からの繰り入れの増加により繰入金が７億４，０５４

万４千円増加した。また、その他自主財源については、財産売払収入が大幅に減少した

（※２）ため前年度から１億６,９５２万１千円の減少となった。

依存財源では、地方消費税交付金の大幅な増加により譲与税及び交付金が５億１，

８１０万９千円増加した他、子ども・子育て支援新制度のスタートや下新倉小学校の建

設に伴い国庫・県支出金が１４億５，５４１万９千円増加した。また、新設小学校建設

事業債の増加により市債が２５億６,０９０万５千円増加した。

（※２）平成２６年度は、旧消防庁舎用地（所在地：和光市広沢 4823 番 34 外、地積：

2,227.73 ㎡、売却代金：319,766,224 円）等の売却により約４億４千万円の土

地売払収入があった。

歳入決算額の推移（普通会計） （単位：千円）

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

自

主

財

源

市税 13,630,283 13,703,840 13,860,439 14,113,429 14,303,757

繰入金 333,525 854,453 660,985 1,119,311 1,859,855

繰越金 1,748,243 1,124,773 1,352,649 1,279,819 1,422,514

その他の自主財源 1,054,664 1,072,137 1,219,137 1,541,543 1,372,021

小 計 16,766,715 16,755,203 17,093,210 18,054,102 18,958,147

依

存

財

源

譲与税及び交付金 1,538,803 1,013,172 1,103,396 1,223,248 1,741,357

地方交付税 217,671 241,506 194,989 193,938 198,144

国庫・県支出金 3,967,238 4,051,976 3,821,443 4,410,788 5,866,207

市債 1,218,332 1,472,510 1,322,777 871,511 3,432,416

小 計 6,942,044 6,779,164 6,442,605 6,699,485 11,238,124

歳入合計 23,708,759 23,534,367 23,535,815 24,753,587 30,196,271
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歳出の状況（普通会計）

【目的別】 目的別分類では、民生費が１０２億６，６９０万８千円と、全体の３５．

７％を占め、前年度から４億３，９１３万７千円増加、次いで教育費が全体

の２２．０％を占め、前年度から４０億２７万２千円の大幅な増加となった。

【性質別】 性質別分類では、普通建設事業費が７３億６，７１４万９千円と全体の２

５.６％を占め、前年度から４７億７，５７７万９千円増加、次いで扶助費

が６２億７，４０６万円と全体の２１．９％を占め、前年度から５億５，０

６８万９千円増加した。

※ Ｈ２５から公設民営保育園への委託料を物件費から扶助費へ計上したため、扶助費

が増加している。

歳出決算額の推移（目的別） （単位：千円、％）

区分
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

決算額 割合 決算額 割合 決算額 割合 決算額 割合 決算額 割合

総務費 3,103,958 14.0 2,772,226 12.5 2,781,931 12.5 3,224,649 13.8 3,346,024 11.7

民生費 8,568,113 38.7 8,928,737 40.3 8,739,468 39.3 9,827,771 42.1 10,266,908 35.7

衛生費 1,716,816 7.8 1,703,931 7.7 1,719,093 7.7 1,784,587 7.6 1,829,635 6.4

土木費 2,974,974 13.4 3,466,743 15.6 3,226,292 14.5 3,037,993 13.0 3,845,713 13.4

教育費 2,342,464 10.6 2,299,045 10.4 2,860,297 12.9 2,322,000 10.0 6,322,272 22.0

公債費 1,674,606 7.6 1,598,396 7.2 1,578,870 7.1 1,620,733 6.9 1,682,953 5.9

その他 1,753,055 7.9 1,412,640 6.4 1,350,045 6.1 1,513,340 6.5 1,414,330 4.9

合計 22,133,986 100 22,181,718 100 22,255,996 100 23,331,073 100 28,707,835 100

歳出決算額の推移（性質別） （単位：千円、％）

区分
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

決算額 割合 決算額 割合 決算額 割合 決算額 割合 決算額 割合

人件費 3,451,376 15.6 3,474,691 15.7 3,416,817 15.4 3,596,962 15.4 3,588,748 12.5

扶助費 4,457,773 20.1 4,451,901 20.1 5,298,624 23.8 5,723,371 24.6 6,274,060 21.9

物件費 5,181,240 23.4 5,055,310 22.8 4,444,716 20.0 4,665,236 20.0 4,731,133 16.5

公債費 1,674,606 7.6 1,598,396 7.2 1,578,870 7.1 1,620,733 7.0 1,682,953 5.9

普通建設事業費 2,386,759 10.8 3,076,385 13.9 2,894,462 13.0 2,591,370 11.1 7,361,647 25.6

その他 4,982,232 22.5 4,525,035 20.4 4,622,507 20.8 5,133,401 21.9 5,069,294 17.6

合計 22,133,986 100 22,181,718 100 22,255,996 100 23,331,073 100 28,707,835 100
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経常収支比率の推移（普通会計）

経常収支比率については、人件費、物件費及び繰出金等の経常経費に充当した一般財

源が１億３，１３４万８千円増加したが、市税及び地方消費税交付金等の増加により経

常一般財源が７億６，９１３万２千円増加したため、前年度から３．５ポイント減少の

８５．０％となった。

市債残高（普通会計）

平成２７年度末における市債残高（普通会計）は１７７億４，４１７万８千円で、新

設小学校建設事業債の発行により、前年度から１８億８，８６０万３千円、１１．９％

の増加となった。

経常収支比率の推移（普通会計） （単位：千円、％）

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

経常一般財源 14,586,244 14,630,352 14,559,979 14,855,593 15,624,725

内）臨時財政対策債 604,832 591,610 168,877 129,511 81,416

経常経費充当一般財源 12,792,178 12,645,758 12,865,040 13,147,012 13,287,732

経常収支比率 87.7 86.4 88.4 88.5 85.0

市債残高の推移 （単位：千円）

年度 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

普

通

債

総務債 1,244,307 905,792 665,485 419,348 167,073

民生債 2,370,619 2,106,808 1,845,756 1,647,146 1,479,500

衛生債 0 0 0 0 0

土木債 1,344,854 1,971,507 2,700,485 3,234,122 4,091,041

消防債 0 0 23,600 23,600 36,200

教育債 2,006,505 2,009,476 2,126,450 1,996,001 4,026,113

小計 6,966,285 6,993,583 7,361,776 7,320,217 9,799,927

特

例

債

減税補てん債 1,215,733 1,075,616 933,600 789,337 693,589

臨時税収補てん債 98,525 82,950 67,045 50,806 34,223

臨時財政対策債 7,721,734 7,944,782 7,684,072 7,333,523 6,890,916

減収補てん債 470,200 434,031 397,862 361,692 325,523

小計 9,506,192 9,537,379 9,082,579 8,535,358 7,944,251

合計 16,472,477 16,530,962 16,444,355 15,855,575 17,744,178
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基金残高

【財政調整基金】

平成２７年度は、当初予算及び補正予算編成に伴う財源調整として１０億９，９５

５万６千円を取り崩した他、前年度歳計剰余金の一部及び基金運用利子を原資として

５億５，８１９万９千円を積み立てた。この結果、平成２７年度末における基金残高

は８億７，５８９万６千円と前年度末から５億４，１３５万７千円の減少となった。

【特定目的基金】

平成２７年度は、下新倉小学校建設事業及び清掃センターに係る焼却・粗大施設修

繕整備事業等の財源として７億２，３５１万３千円を取り崩した他、前年度歳計剰余

金、まちづくり寄附金及び基金運用利子等を原資として１億６,２９９万３千円を積

み立てた。この結果、平成２７年度末における基金残高は７億７５０万８千円と前年

度末から５億６，０５２万円の減少となった。

基金残高の推移（年度末残高） （単位：千円）

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８※

財政調整基金 1,033,006 1,091,479 1,092,922 1,417,253 875,896 870,283

特定目的基金

市債管理基金 5,974 5,979 5,986 5,996 6,009 6,014

学校教育施設整備基金 342,972 215,469 169,305 143,806 69,333 7,511

公共用地取得事業基金 477,749 396,243 268,478 180,940 101,650 32,889

公共施設整備基金 453,424 349,138 354,318 319,051 246,912 98,238

都市基盤整備基金 326,669 182,494 332,636 228,596 266,326 103,071

学校建設基金 205,283 305,478 517,237 384,021 0 0

和光市まちづくり基金 2,064 3,347 5,618 17,278 16,185

小 計 1,812,071 1,456,865 1,651,307 1,268,028 707,508 263,908

一般会計基金合計 2,845,077 2,548,344 2,744,229 2,685,281 1,583,404 1,134,191

※ Ｈ２８は中期財政計画による見込み額。
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２ 平成２９年度における重点施策

平成２９年度は、全施策の中から、優先度、取組の進捗状況、コスト増加等の必要性

などを総合的に勘案し、市の優先課題の１つである駅北口土地区画整理事業の更なる推

進、和光市教育大綱に基づいた義務教育、社会教育、地域・家庭教育の推進、喫緊の課

題である待機児童の解消に向けた多様な保育サービスの推進、チャレンジドとその家族

の自立に向けたケアマネジメントの推進、平成２８年度熊本地震の教訓を生かした防災

対策の強化、早急な対応が必要なごみ処理施設の整備方針の確立、市民との合意形成に

基づいた公共施設マネジメントの実行、これらを重点的な課題と捉え、優先的に取組を

実施すべき重点施策として、次の８施策を選定した。

施策 １ 中心市街地にふさわしい駅北口周辺の整備

施策１４ 確かな学力の育成をめざした教育の推進

施策２３ 充実した生涯学習機会の提供

施策３２ 多様な保育サービスの推進

施策３９ チャレンジドが安心できる障害福祉の推進

施策４８ 防災体制・消防支援体制の強化

施策６０ 廃棄物の適正処理の推進

施策７３ 市有施設の適切な保全
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３ 各施策の方向性

平成２９年度における「重点施策」、「優先度」及び「コスト増加等の必要性」、

並びに各施策の「施策の方向性（特記事項）」を次ページ以降の【施策の方向性】で

示した。

ただし、本方針は、平成２９年度における当市の行政経営の方向性を大枠として示

すものであり、具体的な施策の取組、事業計画については、実施計画の策定及び予算

編成において示すこととする。

なお、実施計画の策定及び予算編成に当たっては、施策の方向性（特記事項）で示

された内容の達成を目指すとともに、本市の厳しい財政状況を鑑み、事業費の削減な

ど可能な限り効率化に努めるものとする。

【施策の方向性の記載事項】

重点施策

平成２９年度における重点施策を「◎」で示している。

優先度

優先度が高いと評価した施策を「○」で示している。

なお、優先度は、基本目標ごとに２～４施策としている。

コスト増加等の必要性

優先的な課題や特殊要因があるため、平成２９年度に事業費の増加が避けられない

施策など、コスト増加等の必要性が特に高いと思われる施策を「○」で示している。

施策の方向性（特記事項）

平成２９年度の各施策の方向性、及び施策の進行管理における留意事項を記載して

いる。

平成２８年度当初予算

原則としてコスト増加等の必要性に○が示された施策以外は、前年度当初予算対比

で事業費の増額を認めないことから、実施計画の策定及び予算編成に当たっての参考

として、平成２８年度当初予算額を示している。（単位：千円）

8



【
施

策
の

方
向

性
】

重
点

施
策

優
先

度
コ

ス
ト

増
加

等
の

必
要

性
施

策
の

方
向

性
（
特

記
事

項
）

1
中

心
市

街
地

に
ふ

さ
わ

し
い

駅
北

口
周

辺
の

整
備

◎
○

○
市

の
優

先
課

題
の

一
つ

で
あ

る
駅

北
口

土
地

区
画

整
理

事
業

の
推

進
の

た
め

、
地

権
者

と
の

合
意

形
成

に
努

め
、

そ
の

状
況

に
よ

っ
て

は
移

転
計

画
を

柔
軟

に
見

直
す

。
7
7
5,

2
3
0
 

2
交

通
の

利
便

性
を

生
か

し
た

産
業

拠
点

の
整

備
事

業
完

了
に

向
け

、
技

術
支

援
を

行
う

。
2
8
3,

7
4
2
 

3
良

好
な

景
観

形
成

の
推

進
景

観
審

議
会

の
意

見
を

踏
ま

え
、

景
観

重
要

建
造

物
や

景
観

重
要

樹
木

の
更

な
る

指
定

を
行

う
。

1
0
6
 

4
良

好
な

居
住

環
境

の
形

成
○

各
組

合
の

進
捗

状
況

に
応

じ
、

財
政

的
技

術
的

支
援

を
行

っ
て

い
く
。

7
7
9,

3
8
7
 

5
安

心
し

て
暮

ら
せ

る
ま

ち
づ

く
り

の
推

進
平

成
2
8年

度
か

ら
5
年

間
の

和
光

市
既

存
建

築
物

耐
震

改
修

促
進

計
画

に
基

づ
き

耐
震

化
を

促
進

す
る

。
1
7,

3
8
6
 

6
安

全
で

快
適

な
道

路
の

整
備

○
コ

ス
ト

を
考

慮
し

、
計

画
的

な
維

持
管

理
を

継
続

し
て

い
く
。

3
4
4,

4
6
8
 

7
交

通
安

全
対

策
の

推
進

○
小

学
校

通
学

路
の

安
全

対
策

に
重

点
を

置
き

、
事

業
を

推
進

し
て

い
く
。

1
4
0,

9
3
0
 

8
都

市
計

画
道

路
の

整
備

国
、

県
道

の
計

画
と

連
携

し
て

、
長

期
的

な
視

野
に

立
っ

た
総

合
的

な
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

検
証

が
必

要
で

あ
る

。
0
 

9
計

画
的

な
公

園
の

整
備

と
維

持
管

理
の

充
実

○
ア

ー
バ

ン
ア

ク
ア

公
園

に
つ

い
て

は
、

国
の

補
助

の
状

況
等

に
応

じ
、

整
備

を
進

め
る

。
4
5
5,

7
8
5
 

10
県

営
和

光
樹

林
公

園
の

有
効

活
用

平
成

2
8年

度
か

ら
指

定
管

理
業

務
を

受
託

し
な

い
こ

と
に

な
っ

た
が

、
樹

林
公

園
が

市
民

に
と

っ
て

身
近

な
憩

い
の

場
で

あ
り

続
け

ら
れ

る
よ

う
に

関
係

機
関

に
対

し
要

請
等

を
行

う
。

0
 

11
安

全
な

水
の

安
定

供
給

昨
年

度
に

引
き

続
き

、
南

浄
水

場
第

３
配

水
池

等
の

施
設

整
備

を
進

め
、

安
全

な
水

の
安

定
供

給
を

図
る

と
と

も
に

、
事

業
の

効
率

化
に

努
め

る
。

9
4
9,

5
0
9
 

12
公

共
下

水
道

利
用

の
推

進
○

県
立

高
校

等
大

型
施

設
の

下
水

接
続

を
進

め
、

経
営

の
安

定
化

を
図

っ
て

い
く
。

ま
た

、
成

果
が

上
が

っ
て

い
る

未
接

続
世

帯
へ

の
啓

発
を

継
続

す
る

。
5
0
4,

9
9
6
 

13
雨

水
対

策
の

推
進

○
○

関
係

課
と

の
連

携
の

も
と

、
事

業
計

画
区

域
内

の
雨

水
排

水
設

備
の

整
備

を
進

め
、

浸
水

対
策

へ
の

対
応

を
図

る
。

2
2
2,

4
5
5
 

14
確

か
な

学
力

の
育

成
を

め
ざ

し
た

教
育

の
推

進
◎

○
今

後
も

、
学

習
指

導
要

領
に

基
づ

い
た

分
か

る
授

業
、

楽
し

く
学

べ
る

授
業

づ
く
り

と
、

個
に

応
じ

た
指

導
の

充
実

の
た

め
に

少
人

数
学

級
を

推
進

し
て

い
く
。

3
4
1,

5
9
0
 

15
地

域
と

連
携

し
た

教
育

の
推

進
和

光
市

教
育

大
綱

基
本

方
針

の
「福

祉
・
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
施

策
と

の
密

接
な

連
携

に
よ

る
地

域
・家

庭
教

育
の

推
進

」
に

基
づ

き
、

よ
り

一
層

地
域

と
の

連
携

を
図

り
、

各
施

策
を

推
進

す
る

。
特

に
、

地
域

力
を

活
用

し
た

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

・
ス

ク
ー

ル
の

構
築

を
検

討
を

す
る

。
1
7,

3
0
6
 

16
よ

り
よ

く
適

応
す

る
た

め
の

支
援

体
制

づ
く
り

の
推

進
教

育
支

援
セ

ン
タ

ー
を

中
心

に
配

置
し

て
い

る
専

門
家

を
活

用
し

て
、

児
童

生
徒

が
充

実
し

た
学

校
生

活
を

送
れ

る
よ

う
に

一
層

の
支

援
を

推
進

す
る

。
6
9,

7
8
9
 

17
放

課
後

児
童

の
居

場
所

づ
く
り

の
推

進
○

地
域

住
民

に
協

力
を

依
頼

し
、

わ
こ

う
っ

こ
ク

ラ
ブ

な
ど

、
引

き
続

き
、

放
課

後
、

子
ど

も
が

安
心

安
全

に
過

ご
せ

る
居

場
所

の
拡

充
を

図
る

。
1
3,

4
1
9
 

18
安

全
で

お
い

し
い

学
校

給
食

の
充

実
食

の
安

全
ま

た
食

育
の

観
点

か
ら

も
地

元
産

野
菜

を
安

定
的

に
確

保
し

、
使

用
す

る
な

ど
、

引
き

続
き

学
校

給
食

の
充

実
を

図
る

。
8
6
7,

3
0
5
 

19
安

全
な

学
校

教
育

環
境

の
整

備
○

○
全

国
各

地
で

起
き

て
い

る
大

地
震

対
策

の
た

め
、

学
校

施
設

の
非

構
造

部
材

の
耐

震
化

対
策

を
進

め
る

。
3
5
6,

1
8
4
 

20
小

中
学

校
の

配
置

・規
模

の
適

正
化

の
推

進
中

学
校

に
お

け
る

配
置

・
規

模
の

適
正

化
に

つ
い

て
、

学
校

選
択

制
の

活
用

及
び

、
通

学
区

域
の

見
直

し
等

も
検

討
す

る
必

要
が

あ
る

。
0
 

施
策

番
号

施
策

名
平

成
2
8年

度
当

初
予

算
単

位
：千

円

9



【
施

策
の

方
向

性
】

重
点

施
策

優
先

度
コ

ス
ト

増
加

等
の

必
要

性
施

策
の

方
向

性
（
特

記
事

項
）

施
策

番
号

施
策

名
平

成
2
8年

度
当

初
予

算
単

位
：千

円

21
幼

児
教

育
の

機
会

の
支

援
幼

稚
園

就
園

奨
励

費
等

に
つ

い
て

、
制

度
改

正
の

動
向

を
踏

ま
え

、
引

き
続

き
適

正
な

執
行

に
努

め
る

一
方

、
幼

稚
園

の
運

営
を

新
制

度
対

応
に

転
換

し
て

い
く
。

1
6
5,

0
8
1
 

22
生

涯
学

習
支

援
の

推
進

○
市

民
の

自
主

的
で

主
体

的
な

学
習

活
動

を
人

的
・
物

的
両

側
面

か
ら

支
援

し
て

い
く
。

平
成

2
8
年

度
に

開
館

す
る

図
書

館
分

館
と

本
館

と
の

図
書

館
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
に

よ
り

、
市

民
の

課
題

解
決

に
資

す
る

図
書

館
運

営
を

推
進

す
る

。
2
2
0,

0
3
7
 

23
充

実
し

た
生

涯
学

習
機

会
の

提
供

◎
○

地
域

課
題

や
現

代
的

な
課

題
を

解
決

す
る

た
め

の
講

座
を

開
催

し
、

仲
間

づ
く
り

、
地

域
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

構
築

を
推

進
す

る
。

4,
0
3
7
 

24
青

少
年

の
育

成
に

適
し

た
環

境
づ

く
り

の
支

援
育

て
る

会
を

始
め

関
係

機
関

と
の

連
携

を
図

り
、

青
少

年
健

全
育

成
団

体
の

機
能

強
化

に
向

け
た

支
援

を
行

っ
て

い
く
。

3,
7
7
8
 

25
歴

史
的

文
化

資
源

の
保

護
・
活

用
の

推
進

市
民

共
有

の
財

産
で

あ
る

市
の

貴
重

な
文

化
財

を
広

く
公

開
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

保
護

と
活

用
を

推
進

す
る

。
ま

た
、

新
倉

ふ
る

さ
と

民
家

園
開

園
10

周
年

記
念

事
業

を
推

進
し

、
地

域
に

愛
さ

れ
る

古
民

家
と

し
て

、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
推

進
を

図
る

。
1
9,

8
2
2
 

26
創

造
的

な
文

化
の

振
興

市
民

の
文

化
振

興
に

寄
与

す
る

本
市

の
中

核
施

設
で

あ
る

市
民

文
化

セ
ン

タ
ー

に
つ

い
て

は
、

よ
り

一
層

の
効

率
的

な
運

営
に

努
め

る
。

ま
た

、
補

助
金

等
を

活
用

し
た

施
設

整
備

に
努

め
る

。
2
2
2,

0
8
6
 

27
ス

ポ
ー

ツ
・
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ

ン
の

環
境

の
整

備
下

新
倉

小
学

校
の

グ
ラ

ウ
ン

ド
、

体
育

館
、

プ
ー

ル
等

の
施

設
に

つ
い

て
も

学
校

開
放

の
取

組
を

進
め

る
な

ど
、

市
の

施
設

を
活

用
し

た
ス

ポ
ー

ツ
･レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ

ン
環

境
の

充
実

を
図

る
。

1
3
1,

5
2
3
 

28
ス

ポ
ー

ツ
・
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ

ン
の

活
動

の
推

進
引

き
続

き
、

「一
市

民
一

ス
ポ

ー
ツ

」
を

目
標

に
、

幅
広

い
世

代
に

ス
ポ

ー
ツ

・
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ

ン
活

動
の

習
慣

を
定

着
さ

せ
て

い
く
必

要
が

あ
る

。
9,

3
6
1
 

29
人

権
啓

発
・教

育
及

び
平

和
の

推
進

Ｌ
Ｇ

Ｂ
Ｔ
（
同

性
愛

者
等

の
性

的
少

数
者

）等
の

新
た

な
人

権
問

題
も

含
め

た
人

権
啓

発
活

動
や

平
和

祈
念

活
動

を
引

き
続

き
実

施
し

、
平

和
な

社
会

の
実

現
を

目
指

し
て

い
く
。

ま
た

、
教

育
部

局
と

の
連

携
に

よ
り

、
若

い
世

代
に

対
す

る
啓

発
活

動
を

充
実

す
る

。
3,

0
0
8
 

30
男

女
共

同
参

画
社

会
の

実
現

家
庭

や
職

場
な

ど
、

社
会

の
あ

る
ゆ

る
場

に
お

け
る

男
女

共
同

参
画

を
推

進
す

る
た

め
、

現
在

の
取

組
を

効
果

的
に

実
施

し
て

い
く
。

6
8
8
 

31
国

際
化

の
推

進
課

題
解

決
に

向
け

、
外

国
籍

市
民

の
ニ

ー
ズ

を
的

確
に

把
握

す
る

こ
と

が
で

き
る

、
様

々
な

シ
ス

テ
ム

作
り

に
取

り
組

む
必

要
が

あ
る

。
ま

た
、

外
国

籍
市

民
の

日
常

生
活

に
役

立
つ

情
報

を
多

言
語

で
発

信
す

る
。

4
4
9
 

32
多

様
な

保
育

サ
ー

ビ
ス

の
推

進
◎

○
○

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

事
業

計
画

に
基

づ
き

、
民

間
保

育
所

の
誘

致
や

家
庭

保
育

室
か

ら
小

規
模

保
育

事
業

へ
の

移
行

支
援

等
を

進
め

、
待

機
児

童
の

解
消

に
努

め
て

い
く
。

3
,4

0
0,

7
3
9
 

33
安

心
で

楽
し

い
育

児
の

推
進

育
児

不
安

や
悩

み
を

解
消

す
る

た
め

、
子

育
て

世
代

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
利

用
促

進
を

図
る

と
と

も
に

、
わ

こ
う

版
ネ

ウ
ボ

ラ
の

拠
点

と
し

て
、

妊
娠

期
か

ら
身

近
に

集
え

る
場

の
提

供
を

行
う

。
1
0,

1
5
2
 

34
地

域
に

お
け

る
健

や
か

な
子

育
て

の
実

現
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

事
業

計
画

に
基

づ
き

、
子

育
て

支
援

拠
点

及
び

児
童

セ
ン

タ
ー

の
相

談
機

能
充

実
を

図
る

と
と

も
に

、
わ

こ
う

版
ネ

ウ
ボ

ラ
事

業
を

進
め

て
い

く
。

ま
た

、
プ

ー
ル

棟
を

含
め

た
総

合
児

童
セ

ン
タ

ー
の

施
設

整
備

に
つ

い
て

は
、

既
存

施
設

と
の

複
合

化
も

視
野

に
総

合
的

な
事

業
展

開
を

進
め

る
。

2
5
9,

1
1
1
 

35
子

育
て

家
庭

へ
の

経
済

的
支

援
子

育
て

家
庭

の
医

療
費

負
担

軽
減

の
た

め
の

助
成

を
行

う
と

と
も

に
、

ひ
と

り
親

家
庭

の
経

済
的

自
立

を
支

援
し

て
い

く
。

1
,7

5
5,

6
0
9
 

36
高

齢
者

の
生

き
が

い
と

社
会

参
加

へ
の

支
援

地
域

に
お

い
て

社
会

貢
献

を
担

う
「
自

立
高

齢
者

」
の

多
い

ま
ち

づ
く
り

を
推

進
す

る
。

5
6
2,

4
3
3
 

37
き

め
細

か
な

介
護

予
防

の
推

進
地

域
特

性
に

着
目

し
た

、
生

活
課

題
を

解
決

す
る

た
め

の
事

業
推

進
に

よ
り

、
高

い
介

護
予

防
の

サ
ー

ビ
ス

水
準

を
維

持
し

、
高

齢
者

の
自

立
し

た
日

常
生

活
支

援
を

推
進

す
る

。
3
4
8,

5
8
9
 

38
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

適
正

な
提

供
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
の

更
な

る
充

実
に

よ
り

在
宅

介
護

の
限

界
点

を
高

め
、

要
介

護
状

態
と

な
っ

て
も

住
み

慣
れ

た
地

域
で

安
心

し
て

過
ご

せ
る

よ
う

に
す

る
。

3
1
2,

6
1
6
 

39
チ

ャ
レ

ン
ジ

ド
が

安
心

で
き

る
障

害
福

祉
の

推
進

◎
○

○
地

域
生

活
支

援
セ

ン
タ

ー
及

び
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ケ

ア
会

議
を

中
核

機
能

と
し

た
各

相
談

支
援

事
業

所
等

と
の

密
接

な
連

携
に

よ
り

、
チ

ャ
レ

ン
ジ

ド
と

そ
の

家
族

に
対

す
る

自
立

に
向

け
た

ケ
ア

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
推

進
す

る
。

1
,2

3
9,

6
3
3
 

40
地

域
で

支
え

合
う

福
祉

の
推

進
地

域
の

互
助

を
支

え
る

民
生

委
員

の
充

足
を

図
る

と
と

も
に

、
地

域
住

民
に

よ
る

新
た

な
互

助
の

形
と

な
る

地
区

社
会

福
祉

協
議

会
の

設
立

を
推

進
し

て
い

く
。

6
3,

8
0
3
 

10



【
施

策
の

方
向

性
】

重
点

施
策

優
先

度
コ

ス
ト

増
加

等
の

必
要

性
施

策
の

方
向

性
（
特

記
事

項
）

施
策

番
号

施
策

名
平

成
2
8年

度
当

初
予

算
単

位
：千

円

41
低

所
得

者
の

生
活

の
安

定
と

自
立

へ
の

支
援

○
○

生
活

困
窮

世
帯

に
対

す
る

相
談

支
援

・就
労

支
援

・住
宅

確
保

・
学

習
支

援
・
家

計
再

建
等

の
サ

ー
ビ

ス
提

供
は

、
自

立
支

援
の

視
点

と
ケ

ア
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

よ
り

効
果

的
に

展
開

す
る

。
1
,6

1
9,

4
6
3
 

42
健

康
な

次
世

代
を

育
む

母
子

保
健

の
推

進
○

母
子

保
健

の
推

進
及

び
地

域
に

お
け

る
保

健
活

動
拠

点
と

し
て

の
機

能
の

維
持

・
向

上
を

図
る

た
め

、
地

域
の

特
性

や
市

民
ニ

ー
ズ

等
を

十
分

に
踏

ま
え

効
果

的
で

、
き

め
細

か
い

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

努
め

て
い

く
。

3
3
0,

6
1
4
 

43
健

康
で

元
気

に
な

る
食

育
の

推
進

生
活

習
慣

病
の

予
防

の
た

め
の

食
育

な
ど

、
第

二
次

食
育

推
進

計
画

に
基

づ
き

、
地

域
の

特
性

や
ラ

イ
フ

ス
テ

ー
ジ

に
応

じ
た

食
育

を
推

進
し

て
い

く
。

2
9
4
 

44
安

心
で

き
る

健
康

づ
く
り

の
推

進
引

き
続

き
、

各
種

検
査

・健
診

の
受

診
率

向
上

の
た

め
の

施
策

の
実

施
を

通
じ

、
市

民
の

健
康

意
識

の
向

上
を

図
る

。
1
0
1,

7
7
1
 

45
地

域
と

の
連

携
に

よ
る

保
健

・
医

療
体

制
の

推
進

○
地

区
医

師
会

お
よ

び
医

療
機

関
と

の
協

力
・連

携
体

制
に

よ
り

救
急

医
療

体
制

を
確

保
す

る
こ

と
で

地
域

医
療

の
充

実
を

図
る

と
と

も
に

、
救

急
医

療
の

適
正

利
用

に
つ

い
て

、
市

民
に

対
す

る
啓

発
活

動
を

実
施

し
て

い
く
。

8
2,

2
4
3
 

46
国

民
健

康
保

険
の

適
正

な
運

営
平

成
３

０
年

度
か

ら
の

制
度

改
正

を
適

切
に

対
応

す
る

た
め

、
医

療
費

の
適

正
化

の
取

組
、

効
果

を
拡

大
し

、
国

保
税

率
等

の
見

直
し

の
必

要
性

に
つ

い
て

検
討

す
る

。
1
1
9,

3
9
1
 

47
国

民
年

金
の

普
及

市
が

行
う

べ
き

年
金

事
務

に
つ

い
て

、
引

き
続

き
適

切
に

実
施

し
て

い
く
。

そ
の

際
、

今
後

予
定

さ
れ

て
い

る
様

々
な

制
度

改
正

に
つ

い
て

情
報

収
集

を
行

い
、

年
金

事
務

所
等

と
連

携
し

な
が

ら
適

切
に

対
応

し
て

い
く
。

ま
た

、
法

定
受

託
事

務
と

し
て

国
の

方
針

を
正

確
に

把
握

し
、

市
民

に
不

利
益

が
生

じ
な

い
よ

う
事

務
を

遂
行

し
て

い
く
。

7,
0
7
3
 

48
防

災
体

制
・消

防
支

援
体

制
の

強
化

◎
○

○
ス

ポ
ー

ツ
競

技
等

を
取

り
入

れ
参

加
し

や
す

く
楽

し
み

な
が

ら
、

自
助

、
共

助
の

災
害

対
応

へ
の

意
識

向
上

が
図

れ
る

防
災

訓
練

を
進

め
て

い
く
。

ま
た

、
平

成
２

８
年

熊
本

地
震

に
お

け
る

被
災

自
治

体
の

職
員

業
務

が
３

０
０

以
上

新
た

に
急

増
す

る
こ

と
を

踏
ま

え
、

災
害

対
策

本
部

の
本

部
室

機
能

強
化

及
び

職
員

初
動

対
応

訓
練

が
必

要
で

あ
る

。
9
2
8,

9
8
4
 

49
地

域
と

連
携

し
た

防
犯

対
策

の
推

進
防

犯
意

識
の

向
上

に
繋

が
る

よ
う

、
防

犯
リ

ー
ダ

ー
養

成
講

座
、

講
演

会
及

び
青

色
パ

ト
ロ

ー
ル

事
業

を
推

進
す

る
。

5,
9
5
3
 

50
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
づ

く
り

の
推

進
○

地
域

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

は
、

自
治

会
を

中
心

に
活

性
化

さ
れ

て
い

る
が

、
自

治
会

へ
の

加
入

は
低

迷
し

て
い

る
の

で
自

治
会

加
入

率
の

向
上

に
努

め
る

。
1
9,

9
5
8
 

51
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
施

設
の

整
備

和
光

市
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

に
基

づ
き

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

施
設

の
あ

り
方

を
検

討
す

る
。

6
2,

7
9
3
 

52
鉄

道
・
バ

ス
の

利
便

性
の

向
上

○
和

光
市

駅
の

利
便

性
の

向
上

に
つ

い
て

引
き

続
き

要
望

活
動

を
行

う
と

と
も

に
、

外
環

蓋
掛

け
上

部
に

お
け

る
バ

ス
タ

ー
ミ

ナ
ル

等
の

設
置

に
つ

い
て

は
、

関
係

機
関

と
協

議
を

進
め

て
い

く
。

4
2,

5
3
8
 

53
消

費
者

保
護

の
充

実
と

消
費

者
力

の
強

化
消

費
者

被
害

が
後

を
絶

た
な

い
の

で
よ

り
一

層
の

市
民

啓
発

を
行

い
防

止
策

を
講

ず
る

。
9,

9
7
3
 

54
誰

も
が

気
軽

に
相

談
で

き
る

窓
口

の
推

進
相

談
窓

口
に

つ
い

て
積

極
的

に
市

民
啓

発
を

行
う

と
と

も
に

、
窓

口
以

外
の

新
た

な
相

談
機

会
の

提
供

を
検

討
す

る
。

3,
5
3
3
 

55
地

球
温

暖
化

対
策

の
推

進
地

球
温

暖
化

対
策

を
推

進
す

る
た

め
、

市
自

ら
の

事
業

の
中

で
効

果
の

高
い

事
業

を
検

証
し

環
境

負
荷

の
低

減
に

取
り

組
む

。
4,

6
8
3
 

56
湧

水
・
緑

地
の

保
全

と
再

生
緑

地
保

全
に

関
し

て
は

、
市

民
協

働
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
長

期
的

に
担

保
性

の
あ

る
特

別
緑

地
保

全
地

区
や

市
民

緑
地

の
拡

大
を

検
討

し
て

い
く
。

ま
た

、
緑

地
の

公
有

地
化

に
つ

い
て

は
、

財
政

面
も

含
め

今
後

の
検

討
課

題
で

あ
る

。
1
1,

7
9
4
 

57
水

環
境

の
保

全
浄

化
槽

の
法

定
点

検
に

つ
い

て
、

設
置

者
の

協
力

が
得

ら
れ

る
よ

う
対

策
を

講
ず

る
。

ま
た

、
雨

水
有

効
活

用
に

つ
い

て
雨

水
貯

留
槽

設
置

費
補

助
、

雨
水

浸
透

施
設

設
置

費
補

助
制

度
の

Ｐ
Ｒ

を
促

進
し

て
い

く
。

2,
2
5
1
 

58
生

活
環

境
保

全
の

推
進

市
民

の
美

化
意

識
の

向
上

を
図

る
た

め
引

き
続

き
ポ

イ
捨

て
、

路
上

喫
煙

防
止

策
等

の
生

活
環

境
保

全
に

関
す

る
取

組
を

推
進

す
る

。
8,

0
5
5
 

59
ご

み
減

量
・
リ

サ
イ

ク
ル

の
推

進
ご

み
減

量
に

関
す

る
市

民
意

識
の

向
上

に
よ

り
家

庭
系

ご
み

の
減

量
が

図
ら

れ
て

お
り

、
事

業
系

ご
み

の
搬

入
量

の
削

減
に

取
り

組
み

、
更

な
る

ご
み

の
減

量
を

目
指

す
。

5,
4
3
5
 

60
廃

棄
物

の
適

正
処

理
の

推
進

◎
○

○
ご

み
の

分
別

収
集

を
徹

底
し

、
ご

み
の

減
量

を
図

り
、

清
掃

セ
ン

タ
ー

の
延

命
化

を
図

る
と

と
も

に
、

将
来

の
方

向
性

に
つ

い
て

早
急

に
検

討
を

行
う

。
ま

た
、

長
期

的
な

視
点

の
も

と
に

今
後

に
お

け
る

ご
み

処
理

施
設

の
整

備
の

あ
り

方
に

つ
い

て
検

討
し

、
確

立
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
8
8
6,

1
4
9
 

11



【
施

策
の

方
向

性
】

重
点

施
策

優
先

度
コ

ス
ト

増
加

等
の

必
要

性
施

策
の

方
向

性
（
特

記
事

項
）

施
策

番
号

施
策

名
平

成
2
8年

度
当

初
予

算
単

位
：千

円

61
市

の
特

色
を

生
か

し
た

地
域

ブ
ラ

ン
ド

の
推

進
和

光
ブ

ラ
ン

ド
・わ

こ
う

っ
ち

が
広

く
市

民
に

認
知

さ
れ

て
き

た
こ

と
か

ら
、

引
き

続
き

和
光

ブ
ラ

ン
ド

戦
略

に
掲

げ
た

取
組

を
推

進
す

る
。

1,
3
8
5
 

62
中

小
企

業
の

育
成

支
援

○
和

光
市

商
工

会
と

の
連

携
に

よ
り

中
小

企
業

融
資

に
関

す
る

利
子

補
給

の
取

組
な

ど
を

推
進

し
、

中
小

企
業

が
安

定
し

て
経

営
で

き
る

よ
う

支
援

を
行

う
。

2
6,

6
3
0
 

63
魅

力
あ

る
新

た
な

産
業

の
推

進
イ

ン
キ

ュ
ベ

ー
シ

ョ
ン

プ
ラ

ザ
を

卒
業

す
る

企
業

が
引

き
続

き
市

内
で

事
業

を
行

う
よ

う
に

、
工

場
等

移
転

利
子

補
給

補
助

金
な

ど
に

よ
り

支
援

を
行

う
こ

と
で

、
市

内
の

新
た

な
産

業
の

創
出

を
図

る
。

ま
た

、
関

係
課

と
連

携
し

イ
ン

キ
ュ

ベ
ー

シ
ョ

ン
プ

ラ
ザ

を
卒

業
す

る
企

業
に

市
内

移
転

先
用

地
に

つ
い

て
情

報
提

供
を

行
っ

て
い

く
。

4,
4
1
0
 

64
都

市
農

業
の

推
進

と
担

い
手

の
育

成
都

市
化

が
進

む
中

で
農

地
の

減
少

、
後

継
者

不
足

等
の

課
題

は
あ

る
も

の
の

地
産

地
消

を
推

進
し

和
光

産
野

菜
の

普
及

に
努

め
、

市
民

の
農

業
へ

の
関

心
を

深
め

る
。

9,
3
9
0
 

65
就

労
支

援
対

策
の

推
進

勤
労

福
祉

セ
ン

タ
ー

は
、

利
用

者
が

増
加

し
て

お
り

施
設

運
営

が
充

実
し

て
い

る
。

勤
労

青
少

年
ホ

ー
ム

に
つ

い
て

は
、

和
光

市
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

に
基

づ
き

施
設

の
継

続
を

含
め

た
あ

り
方

を
検

討
す

る
。

6
1,

4
1
6
 

66
協

働
型

社
会

の
構

築
○

市
民

団
体

と
の

協
働

が
進

む
中

で
市

職
員

と
市

民
の

双
方

が
協

働
に

関
す

る
理

解
を

深
め

、
更

な
る

協
働

の
ま

ち
づ

く
り

を
推

進
す

る
。

7,
2
4
5
 

67
市

民
参

加
の

推
進

課
題

を
整

理
し

、
一

部
の

市
民

だ
け

で
な

く
、

幅
広

く
市

民
が

参
加

す
る

よ
う

な
手

法
等

を
検

討
す

る
必

要
が

あ
る

。
3
8
3
 

68
さ

ま
ざ

ま
な

連
携

に
よ

る
ま

ち
づ

く
り

の
推

進
ス

ポ
ー

ツ
や

文
化

交
流

を
ベ

ー
ス

に
、

他
の

分
野

で
も

交
流

の
可

能
性

を
検

討
し

、
友

好
都

市
と

の
更

な
る

交
流

に
努

め
る

。
2
6
0
 

69
計

画
的

な
行

政
経

営
厳

し
い

財
政

状
況

を
踏

ま
え

、
計

画
行

政
に

つ
い

て
の

認
識

を
深

め
、

「
計

画
」
と

「
実

施
」の

実
効

性
を

担
保

す
る

。
3
2
8
 

70
効

果
的

・効
率

的
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
不

断
の

行
政

改
革

の
推

進
の

た
め

、
第

二
次

行
政

改
革

推
進

計
画

に
掲

げ
る

取
組

に
つ

い
て

は
、

庁
内

委
員

会
・
推

進
本

部
の

相
互

連
携

の
も

と
積

極
的

に
実

施
し

て
い

く
。

5
6,

8
6
3
 

71
持

続
可

能
な

財
政

運
営

○
和

光
市

健
全

な
財

政
運

営
に

関
す

る
条

例
に

基
づ

き
、

中
長

期
的

な
視

点
に

立
っ

た
財

政
運

営
を

推
進

す
る

。
ま

た
、

歳
入

確
保

の
た

め
、

収
納

率
の

向
上

と
適

切
な

債
権

管
理

に
努

め
る

。
1
1
4,

9
0
9
 

72
市

民
の

期
待

に
応

え
る

職
員

の
育

成
引

き
続

き
、

適
正

な
人

事
管

理
、

研
修

、
福

利
厚

生
、

健
康

管
理

等
の

事
業

を
実

施
し

、
職

員
の

職
務

意
識

を
高

め
、

質
の

高
い

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
。

限
ら

れ
た

職
員

数
で

行
政

経
営

を
行

っ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
職

員
の

健
康

管
理

に
は

十
分

注
意

を
し

て
い

く
必

要
が

あ
り

、
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
制

度
を

効
果

的
に

活
用

し
、

更
な

る
職

員
の

健
康

管
理

に
努

め
る

。
1
3,

7
4
9
 

73
市

有
施

設
の

適
切

な
保

全
◎

○
○

公
共

施
設

の
更

新
・統

廃
合

・
長

寿
命

化
等

と
最

適
な

配
置

を
実

現
す

る
「
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

」を
推

進
す

る
た

め
、

個
別

施
設

の
整

備
の

あ
り

方
を

示
す

（仮
称

）
公

共
施

設
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
実

行
計

画
に

よ
り

、
公

共
施

設
の

将
来

を
見

据
え

た
合

理
的

な
施

設
保

全
を

行
い

、
「
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

」
に

基
づ

く
、

総
合

的
か

つ
計

画
的

な
施

設
管

理
に

努
め

る
。

1
9,

1
8
1
 

74
積

極
的

な
広

報
活

動
と

情
報

共
有

化
の

推
進

○
引

き
続

き
、

広
報

紙
や

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
を

積
極

的
に

活
用

し
、

わ
か

り
や

す
い

情
報

提
供

に
努

め
、

広
報

紙
や

行
政

情
報

に
関

心
の

低
い

、
若

年
者

に
市

政
を

身
近

に
感

じ
て

い
た

だ
く
た

め
、

新
た

な
広

報
の

紙
面

づ
く
り

等
を

検
討

し
て

い
く
。

シ
テ

ィ
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

に
つ

い
て

の
取

組
を

総
括

し
た

方
針

を
作

成
し

、
効

果
的

な
事

業
を

進
め

る
必

要
が

あ
る

。
さ

ら
に

、
職

員
一

人
ひ

と
り

が
シ

テ
ィ

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
の

当
事

者
で

あ
る

と
の

認
識

を
持

ち
、

情
報

発
信

に
対

す
る

意
識

の
向

上
を

図
る

必
要

が
あ

る
。

ま
た

、
東

京
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
･パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

を
控

え
、

駅
前

の
案

内
板

（市
内

マ
ッ

プ
）
を

刷
新

す
る

。
3
6,

8
5
5
 

75
電

子
市

役
所

の
推

進
庁

舎
の

O
A

機
器

の
維

持
管

理
及

び
住

民
情

報
電

算
シ

ス
テ

ム
は

、
業

務
の

維
持

、
継

続
に

大
き

く
貢

献
し

て
お

り
、

更
に

安
定

的
な

提
供

に
努

め
る

。
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
制

度
に

つ
い

て
は

、
引

き
続

き
、

シ
ス

テ
ム

改
修

、
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
再

構
築

、
法

制
面

の
整

備
、

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

対
策

、
市

民
へ

の
周

知
、

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

を
活

用
し

た
市

独
自

事
務

の
検

討
等

と
い

っ
た

こ
と

を
適

切
な

タ
イ

ミ
ン

グ
で

対
応

し
、

更
な

る
利

便
性

の
向

上
に

努
め

て
い

く
。

ま
た

、
更

な
る

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

対
策

の
強

化
を

図
る

と
と

も
に

、
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
制

度
に

お
け

る
適

切
な

対
応

に
努

め
る

。
1
6
3,

1
2
8
 

76
情

報
公

開
制

度
の

利
用

の
推

進

制
度

や
手

続
方

法
に

つ
い

て
は

、
引

き
続

き
、

市
が

保
有

す
る

情
報

提
供

媒
体

を
活

用
し

て
広

く
周

知
を

図
り

、
認

知
度

を
高

め
て

い
く
。

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

制
度

の
導

入
に

よ
り

、
個

人
番

号
を

含
む

特
定

個
人

情
報

の
取

扱
い

が
よ

り
厳

格
に

な
っ

て
く
る

こ
と

か
ら

、
職

員
に

対
す

る
制

度
や

取
扱

い
へ

の
周

知
も

図
っ

て
い

く
。

個
人

情
報

の
活

用
面

で
は

個
人

情
報

保
護

法
改

正
に

伴
い

、
名

簿
活

用
に

つ
い

て
検

討
し

、
保

護
と

活
用

の
バ

ラ
ン

ス
を

図
っ

て
い

く
。

フ
ァ

イ
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

の
運

営
で

は
、

研
修

な
ど

を
通

じ
て

職
員

の
理

解
度

を
高

め
る

。
永

年
保

存
文

書
や

保
管

文
書

に
つ

い
て

も
、

引
き

続
き

、
必

要
性

の
検

証
、

保
存

年
限

の
適

正
化

を
図

り
、

書
庫

及
び

執
務

室
で

の
適

切
な

運
用

に
努

め
て

い
く
。

1,
4
7
6
 

77
広

聴
活

動
の

推
進

多
様

で
積

極
的

な
意

見
収

集
に

つ
い

て
は

、
「
ど

こ
で

も
市

長
室

」等
の

市
長

か
ら

の
み

で
は

な
く
、

職
員

が
収

集
し

た
意

見
等

に
つ

い
て

も
市

政
運

営
に

い
か

す
仕

組
み

を
検

討
す

る
。

1
9
3
 

12



４ 実施計画における事業採択の基本的な考え方

当市の行政経営は、施策推進プログラムにより、ＰＤＣＡサイクルの概念にのっとっ

た行政マネジメントを推進している。ＰＤＣＡサイクルにおける「Ｃ：チェック」とし

て、施策評価及び事務事業評価を内部評価として実施し、総合振興計画審議会による施

策評価を外部評価として実施している。内部評価、外部評価の結果を受けて、「Ａ：ア

クション」として施策、事務事業の改善を行っており、施策については、本方針及び部

局等方針書において今後の方向性を定めることにより改善を行い、事務事業については、

実施計画の策定により改善を行っている。

基本構想に掲げる各施策を計画的に推進するため、実施計画では、各施策において取

り組む各事務事業について、それぞれの翌年度以降３年間の事務事業の内容及びその事

業費を定めている。実施計画の策定に当たっては、本方針及び部局等方針書に基づき、

事務事業の採択を行うものである。

実施計画採択可能事業費の額

ア 平成２９年度一般会計当初予算における歳入見込み額

市税収入は、個人市民税における納税義務者１人当たりの所得割額の減少による減

収と、市たばこ税における売渡本数の減少による減収を見込んでいるが、その他の税

目については微増としている。全体として堅実な積算を行った結果、前年度から約７

７２万円減少の１４０億４，５４６万円となった。

地方譲与税及び地方消費税交付金等は、前年度と同程度の水準で推移することが見

込まれているが、配当割交付金は、交付実績に基づいて減少としたほか、普通交付税

は、不交付と見込んだ。繰入金は、今後の財政需要に備えるために一定の基金残高を

確保する必要があることから、基金の取り崩しによる繰り入れを見込まないこととし

た。繰越金は、例年通り５億円を見込むこととした。市債は、例年１２億円を見込ん

でいるが、平成２９年度は和光市駅北口土地区画整理事業特別会計で市債を４億円計

上する予定のため、一般会計における市債発行限度額を８億円とした。

以上を考慮した結果、現時点における平成２９年度一般会計当初予算歳入見込額は、

約２３９億円となる見込みである。

イ 平成２９年度実施計画対象外経費の見込み額

平成２９年度における職員人件費や特別会計繰出金などの実施計画の対象外となる

経費の額は、約７９億円となる見込みである。

13



ウ 平成２９年度実施計画採択可能事業費の額

（歳入見込額） （実施計画対象外経費） （採択可能事業費）

２３９億円 － ７９億円 ＝ １６０億円

実施計画策定における審査及び事業採択

実施計画では、事業を臨時的事業、投資的事業、経常的事業に区分している。

臨時的事業は、各種計画の策定事業、システムの更新事業、実施期間が限定された

事業などであり、投資的事業は、施設の建設事業や改修事業、道路整備事業などであ

る。経常的事業は、臨時的事業及び投資的事業に分類されず毎年度実施している事業

である。

実施計画の策定における審査では、従来どおり全ての対象事業について書類審査を

行うが、ヒアリングは、原則として臨時的事業及び投資的事業を対象として行う。経

常的事業については、新規事業又は既存事業で事業費が著しく増加したもの若しくは

新たな業務が追加されたものをヒアリング対象とする。

実施計画の策定における事業の採択では、経常的事業は、原則として採択とする。

ただし、概要として事業を採択したことに留まるものであり、その事業費の内訳まで

採択したものではない。経常的事業の事業費の内訳については、予算編成において厳

正かつ詳細に審査を行うものであり、実施計画での採択をもって、個別の経費につい

て予算編成上特別な配慮がなされるものではない。

臨時的事業及び投資的事業は、ヒアリング等の審査結果に基づき、事業の採択、不

採択等を決定する。なお、一般会計の臨時的事業及び投資的事業については、特別な

場合を除き、後述の部局別採択可能事業費を超えて事業を採択することはない。

部局別採択可能事業費の設定

平成２９年度は、一般会計の臨時的事業及び投資的事業を対象として、部局別採択

可能事業費を設定する。（特別会計及び企業会計の臨時的事業及び投資的事業は、部

局別採択可能事業費の対象外。）なお、新規事業は、その性質が臨時的事業又は投資

的事業に類する場合、部局別採択可能事業費の対象とする。

平成２９年度の部局別採択可能事業費の総額は、採択可能事業費が１６０億円で、

平成２８年度一般会計当初予算における実施計画対象経常的事業の事業費の総額が１

３７億円であったことから、２３億円となる。各部局から提出された実施計画調書を

確認した上で、平成２９年度の各部局の部局別採択可能事業費を行政経営会議で決定

する。なお、平成２８年度一般会計当初予算における実施計画対象臨時的事業及び投

資的事業の事業費の総額は、３０億円であった。
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部局等の長は、部局別採択可能事業費の決定後、部局内の一般会計の臨時的事業及

び投資的事業の見直しを行い、これらの事業の事業費の総額が部局別採択可能事業費

の額の範囲となるように部局内の事業を取りまとめ、実施計画調書の見直しを行うと

ともに、その結果を行政経営会議に文書で報告する。

実施計画調書作成に当たっての留意事項

市の厳しい財政状況を鑑み、次に掲げる事項を十分に留意して実施計画調書を作成

すること。

ア 既存の経常的事業に新たな業務を追加する場合は、既存業務の簡素化、効率化に

努め、事業費全体の抑制を図ること。また、これに該当する場合は、経常的事業で

あってもヒアリング等の対象となることから、その旨を政策課に申し出ること。

イ 既存の経常的事業は、前年度同額の事業費を安易に計上せず、契約書、仕様書

等で定めた業務内容の見直しなどを行い、事業費の減額を図ること。

ウ 経常的事業を新たに計上する場合は、実施計画に計上する部局内の経常的事業

の事業費の総額が、平成２８年度当初予算における部局内の実施計画対象経常的

事業の事業費の総額の範囲となるように、部局長がマネジメントすること。

エ 臨時的事業及び投資的事業は、平成２９年度から平成３１年度までの３年間で実

施しなければならない必要性を十分に精査し、不要不急な事業を計上しないこと。

オ 国・県補助金等をその財源とする事業は、国・県補助金等の廃止又は縮小があっ

た場合は、原則としてその内容に合わせて事業を廃止又は縮小すること。

カ 国・県補助金等の制度に関する情報を収集し、制度改正等に適切に対応するとと

もに、補助率の高い国・県補助金等の活用を図ること。

採択の種類

採択・一部採択・先送り採択・不採択

予算編成との関係

実施計画において採択されなかった事務事業は、原則として当初予算及び補正予算

に計上することができない。ただし、実施計画の策定後、国の政策等により新たに財

源が確保された事務事業、災害の発生等により緊急に行うべき事務事業、社会環境の

急激な変化により生じた新たな行政需要に対応するための事務事業など、行政として

緊急かつ柔軟に対応すべき事務事業については、実施計画における採択の有無にかか

わらず、その都度、予算措置を検討するものとする。

また、財政状況等によっては、実施計画において採択された事務事業であっても、

予算が措置されない場合がある。
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